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（５）支援レベル別保健指導計画 
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（６）要保健指導対象者数の見込み 

○保健指導対象者数 

優先 

順位 

保健指導 

レベル 

保健指導 

対象者数 

１ ③レベル２ ９４人

２ ②レベル３ １４３人

３ 未受診者対策 １，６３１人

４ ①レベル１ ９４人

５ ④レベル４ １，３５６人

 

（７）保健指導実施者の人材確保と資質向上 

 医療保険者による生活習慣病対策、予防重視の基本的な考え方のもと、必要な

保健指導に必要な保健師・栄養士の配置、国保直診・在宅の専門職の活用、アウト

ソーシングの活用を進める。 

保健指導実施機関の質を確保するための委託基準を作成し、事業者の選定・評

価を行う。 

 事業者の評価にあたっては保険者協議会を活用し、情報交換を行うものとする。 

○市町村の人員体制（例） 

役場 

職種 国保（ ）は嘱託 保健（ ）は嘱託 
国保直診 

保健師  ７  

栄養士    

看護師 （１）  ○ 

医師   ○ 

検査技師   ○ 

事務員 ２ １ ○ 

    

    

合計 ２（１） ７ ○ 
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○市町村に登録している在宅の専門職 

職種 人数 

保健師  

看護師      

栄養士      ２ 

医師  

歯科衛生士      １ 

 

○特定保健指導委託基準 

 １）基本的な考え方 

   ○アウトソーシングを推進することにより、多様な事業者による競争により保健 

指導の質の向上が図られる一方で、価格競争による質の低下に繋がらない 

よう保健指導の質の確保が不可欠である。 

   ○委託基準により保健指導が適切に実施される事業者を選定する。 

   ○委託契約期間中は、保健指導が適切に実施されているかモニタリングを行

う。 

   ○委託契約終了時には、保健指導の成果について外部の人間性も含め専門

的知識を有する者等複数の観点から評価を行う。 

   ○個人情報については、その性格と重要性を十分認識し適切に取り扱う 

   ○基準を満たしている委託先を選定するため保険者協議会を活用する。 

   ○巡回型・移動型で保健指導を行う場合でも基準を同じとする。 

 ２）具体的な基準 

   ①人員に関する基準 

   ②保健指導の内容に関する基準 

   ③保健指導の記録等の情報の取り扱いに関する基準 

   ④運営等に関する基準 

 

○委託先リスト 

保険者協議会作成の委託先事業者リストを参考に保健指導実施機関リストを作成。  

また、専門職としての資質の向上を図るため、保険者協議会等で開催の健診・保健

指導プログラムの研修等に積極的に参加するとともに、事例検討などＯＪＴも推進す

る。 
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（８）保健指導の評価 

優先 

順位 

保健指導 

レベル 
改善 悪化 

１ ③レベル２ リスク個数の減少 リスク個数の増加 

２ ②レベル３ 必要な治療の開始、リスク個数

の減少 

リスク個数の増加 

３ 未受診者対策 特定健診の受診 特定健診非受診、又は結果未把

握 

４ ①レベル１ 特定健診の受診、リスク個数の

減少 

リスクの発生 

５ ④レベル４ 治療継続、治療管理目標内のデ

ータの個数が増える 

治療中断 

 

第３章 特定健診・特定保健指導の結果の通知と保存 

１ 特定健診・保健指導のデータの形式 

電子的標準形式により、電子データでの効率的な保存及び送受信を原則とする。 

２ 特定健診・保健指導の記録の管理・保存期間について 

保存期間５年（加入者でなくなった場合は翌年度末まで）とする。 

 

３ 被保険者への結果通知の様式 

「保険者による健診・保健指導の円滑な実施方策に関する検討会」で検討中 

 

４ 記録の提供の考え方 

「保険者による健診・保健指導の円滑な実施方策に関する検討会」で検討中 

 

○他の保険者 

 

○健診・保健指導委託先事業者 
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５ 個人情報保護対策 

特定健診や保健指導の記録の取扱いに当たり、個人情報保護の観点から適切な 

対応を行う。 

【ガイドラインの遵守】 

    ○個人情報の取り扱いに関しては、個人情報保護法に基づく「国民健康保険組

合における個人情報の適切な取扱いのためのガイドラインにもとづいて行

う。 

   ○ガイドラインにおける役員・職員の義務（データーの正確性の確保、漏洩防止

措置、従業者の監督、委託先の監督）について周知を図る。 

   ○特定健診・特定保健指導を外部に委託する際は、個人情報の厳重な管理や、

目的外使用の禁止等を契約書に定めるとともに、委託先の契約遵守状況を

管理していく。 

【守秘義務規定】 

   国民健康保険法（平成２０年４月１日施行分） 

    第百二十条の二 保険者の役員若しくは職員又はこれらの職に合った者が、

正当な理由なしに、国民保険事業に関して職務上知得した秘密をもらした

ときは、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

   高齢者の医療の確保に関する法律（平成２０年４月１日施行分） 
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第４章 結果の報告 

「保険者による健診・保健指導の円滑な実施方策に関する検討会」で特定健診等実

施状況報告の標準様式を検討中 
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